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る頁数の割合が低い。
③教科書の文章量は、小・中学校ともに減少傾向に
ある。その主な要因は、扱う内容が減少したこと、指
導方法が変化したことで仕方や作業の手順などの文章
が減ったこと、図表が増えたとなどがあげられる。ま
た、現行の教科書では文章量に出版社間で約２倍の差
がみられた。
④教科書の内容を10項目に分類し、これらの文章量
から内容による比重のかけられ方の変化をみた。小学
校では、分析対象期間すべてで「住居の維持管理」、「室
内環境」の比重が高い。中学校では、「住計画」から「室
内環境」、「住生活・住文化」そして「住居の安全」に
比重のかけられ方が変化した。指導要領では並列扱い
の内容が、教科書では偏りがみられ、教科書によって
どの内容に比重をおいているかも異なっている。また、
指導要領の記載の有無に関わらず、「住居の機能」が
小・中学校で継続して示されていることも分かった。
⑤同じ題材でも、教科書によって解釈や学習の関連
付けが異なる場合があることが明らかになった。実際
の授業段階では、使用する教科書によって指導内容が
異なることが考えられる。
今後は、指導書、及び指導要領解説も分析に加え、
住居領域の学習で目指されてきた内容を明確にし、住
居領域で指導すべき内容についての検討を進めていき
たい。
また、家庭科では学習を通し、児童・生徒が日々の
生活の中で実践していくことが目指されている。現行
の指導要領では、小・中学校ともに「住まい方の工夫」
ができるようになることが目指されているが、工夫す
るためには原理の理解が必要??と指摘されている。家
庭科では活動を通し児童・生徒が能動的に学ぶ方法が
取られているが、その活動が原理の理解を基にしたも
のである必要がある。住居領域では、活動が導入しに
くいという課題があり、家庭での調べ活動が多用され
る傾向がある。原理の理解につながる教材についての
検討も今後の課題である。
注
１）学習指導要領の趣旨や内容は、「指導書」や「解説書」で解
説されているが、本研究ではそれらを資料としておらず、
学習指導要領の内容のみを分析対象とした。
２）本論で使用した教科書については、参考文献欄に書くべき
ところであるが、表２で代替する。
３）1996年に実施された12の道府県対象の履修状況の調査では、
「住居」を実施しているのは28％と非常に低い値だった(参
考文献12、pp.42-43参照)。
４）「清掃法」において、「大掃除の実施」が定められている。
５）「消費動向調査」(内閣府)によると、じゅうたん、応接セッ
トが昭和40年代頃から普及し始め、昭和57年(1982年)にじ
ゅうたんが73％、応接セットが41％とピークを迎えている
(文献16参照)。
６）関川は、「用語や事実を説明するための文章」(例「身の回
りの物を見直し、使うかどうかを考えて必要な物だけにす
ることを整理といいます」)、また「プロセスや構造を説明
するための文章」(例「置き場所は、使い道、使う回数、大
きさや形などによって決めます」)を「情報的記述」と定義
している(文献８参照)。これに加え、学習に入るにあたり
意識を高める文章や「～しましょう」と実践を促す文章を
「導入・促し」、学習内容に関する文章を「学習内容」、製
作や作業などの手順を述べたものを「作業等の手順の説明」
とした。
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